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多国籍企業における外部環境との
関係性のマネジメント

――国際化プロセスモデルと埋め込みアプローチの研究
視角を中心として――

１．はじめに

近年、特にリーマン・ショック以降、多国籍企業を取り巻く外部環境は極めて激しく変化しつつあ

り、多国籍企業のマネジメントはそれに呼応して非常に困難になってきている。さらに、日系多国籍

企業にとっては、経済のグローバル化、新興国の経済発展、さまざまな科学技術の進化などの環境変

化に加えて、超円高、高い法人税、政治不安、少子高齢化、大震災などの自然災害への対応の欠如な

どといった「六重苦」と呼ばれる外部環境に直面しており、取り巻く状況はさらに厳しいものとなっ

てきている。

本稿の問題意識は、多国籍企業のマネジメントがこのように大きな転換期に差し掛かっているなか

で、多国籍企業と外部環境との関係について、国際ビジネス研究のストリームを改めて見直し、整理

することにある。特に、日本では相対的に注目されてこなかった「国際化プロセスモデル（internation-

alization process model）」に改めて目を向け、その意義を明らかにすることとしたい。というのも、

近年の国際化プロセスモデル研究の進展と共に、多国籍企業と外部環境の新たな捉え方を提示してく

れるからである。

本論では、以上のような問題意識をふまえた上で、以下の順に論じていく。第１に、多国籍企業と

外部環境、あるいは海外子会社とその外部環境との関係はどのように捉えられてきたのかについて、

古典的な国際ビジネス領域の既存研究にも遡り、レビューを行う。第２に、国際化プロセスモデルに

おける多国籍企業と外部環境について概観し、近年あいまって進展してきたビジネスネットワーク理

論や埋め込みアプローチの視座からの議論を検討する。そして最後に、日系多国籍企業の海外展開に

対するインプリケーションを述べることとしたい。

２．国際ビジネス研究における多国籍企業と外部環境との関係

（１）古典的な国際ビジネス研究

そもそも古典的な国際ビジネス研究において、多国籍企業とその外部環境との関係はどのように捉

えられてきたのだろうか。

古典的な国際ビジネス研究においても、多国籍企業の外部環境、あるいはその外部環境に存在する
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社外アクター（たとえば、他企業、サプライヤー、政府など）の存在が認識されていなかった訳では

ない。まず、多国籍企業理論の泰斗ともいわれるハイマーとキンドルバーガーによる寡占理論

（Hymer, 1960 ; Kindleberger, 1969）では、多国籍企業が有する優位性の源泉として、産業組織論的

な意味での「構造的な市場不完全性」に焦点があてられ、そうした不完全性に影響を与えるアクター

として他の企業や政府が挙げられている。その上でハイマーは、多国籍企業が現地企業よりも現地市

場に関する知識を持っていない、あるいは持つことが困難であるという点について「外国企業である

ことの劣位（liability of foreignness）」として論じているが、他方で、海外市場に進出後に現地企業

に関する知識をどのように獲得するのか、という点については触れていないといえる。

次に、１９７０年代以降に進展した内部化理論（eg. Buckley & Casson, 1976 ; Rugman, 1981）では、

取引コスト経済学を援用し、多国籍企業における「企業」と「市場」の境界をどこに設置すべきであ

るかを主要な論点の１つとしている。したがって、企業活動のどの領域までを多国籍企業内部に取り

込んだ方が効率的であるのかを議論しているという意味において、換言すれば企業の外部を識別して

いるということに他ならない（Forsgren, 2008）。ただし、外部環境の中身に深く踏み込んだ議論は

なされてはおらず、現地市場に関する知識の欠如についても、現地アクターとの取引の不確実性とい

う問題に矮小化されてしまっているといえる。

では、国際経営論的な視角から接近した既存研究ではどうであろうか。たとえば、そうした先駆的

研究の１つであるファーマー＆リッチマン（Farmer & Richman, 1968）は、企業が単一環境で経営

を行うというそれまでの伝統的経営理論の前提を疑問視し、企業の外的環境も同時に注意する必要性

を喚起した。具体的には、教育的制約要因、社会的制約要因、法律・政治的制約要因、経済的制約要

因という４つの制約要因が企業経営に与える影響について言及している。

また、比較経営論から接近したフェアウェザー（Fayerweather, 1969）は、国際経営と国内経営と

を峻別するにあたり、国際企業が経営を展開する文化的・経済的・社会的・政治的環境が鍵となるこ

とを論じている。そして、「受入国社会との相互作用」についても言及し、宗教システムや教育シス

テムといった受入国における制度と大きく関わり合う点を強調している。

さらにルートによる古典的研究（Root, 1988）においても、国際経営という概念を明示化するため

に、国際企業が３つの環境システム（国際政治システム、国際社会文化システム、国際経済システ

ム）と相互作用するモデルを提示した。この研究では、多国籍企業の各海外子会社（原典では「国際

企業の現地子会社」）が、それぞれ異なる環境システムと対峙している点が描かれている（図表１）。

このように、伝統的な国際ビジネス研究において、多国籍企業とは国内企業とは異なる外部環境に

対峙していることは大きく強調されているといえる。また受入国社会において、単なる経済的アク

ターという機能のみにとどまらず、非経済的（社会性を含む）プロセスの機能も果たすということも

示唆されている（赤羽、１９９７）。

しかしながら、多国籍企業が対峙する外部環境が極めて異質性に富み、かつ分断された存在である

という考え方に、重点が置かれているとは言いがたい。むしろ、伝統的な国際ビジネス研究から示唆

されるのは、あらゆる多国籍企業が対峙しているのは同じ外部環境であるという前提であろう。さら

には、現地の組織ユニットが対峙するさまざまな外部環境を制約要因としてではなく、新たな人材や

知的資源などを探索できるという「機会」として捉えるという考え方はなされていないといえよう。

（２）組織・戦略のコンティンジェンシー理論に基づく既存研究

多国籍企業が外部環境に対してどのように対応するのか、あるいは対応すべきなのかという研究課

題について真正面から捉えようとしてきたのが、いわゆる「コンティンジェンシー理論」的な立場を
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凡例：

とる研究のストリームである。このストリームは、組織を「オープン・システム」と捉え、かつ唯一

の最適解は状況によって異なるため存在しない、という考え方に基づき、１９６０年代以降一世を風靡し

た。そのため、このストリームにおける研究業績は枚挙に暇がない。

国際ビジネス研究におけるコンティンジェンシー研究においては、たとえば組織構造、国際戦略と

外部環境といった各変数間の適合性に特に着目し、適合度が大きいほど高業績につながるという考え

方をとる。そのため、多国籍企業の外部環境についても大きく焦点があてられ、各変数間の関係が第

一義的に分析されてきた。

国際ビジネス研究におけるコンティンジェンシー理論を用いた先駆的な研究としては、たとえば米

国多国籍企業の戦略と公式組織の関係を実証分析したストップフォードらの研究（Stopford & Wells,

1972）や、欧州企業における同様の関係を分析したフランコの研究（Franko, 1976）を挙げることが

できる。両研究の知見を俯瞰すれば、多国籍企業の組織形態と戦略との関係のプロセスは、出自国

（米国と欧州）によって異なるということが明らかとなった。

また、１９８０年代後半以降、新しい多国籍企業観として「トランスナショナル組織」を提唱したバー

トレット＆ゴシャールの研究（Bartlett & Ghoshal, 1989）や、「分化されたネットワーク（differentiated

network）」としての多国籍企業を著したノーリア＆ゴシャールの研究（Nohria & Ghoshal, 1997）も

このストリームに含めることができる。この頃の年代における研究の顕著な特徴として、研究の分析

レベルが多国籍企業全社だけではなく、各海外子会社を焦点としたものが見られるようになっていく

が、両者の研究もその事例にあてはまるものである。特に、ノーリア＆ゴシャールの研究（Nohria

& Ghoshal, 1997）は、多国籍企業がさまざまな海外子会社を有し、それぞれの海外子会社の外部環

境が固有であるため、各海外子会社が環境適応するために分化するという新しい多国籍企業観を打ち

出している点が特徴的である。したがって、多国籍企業全社が分析レベルであった既存研究が提言し

たような、国際事業部制などの組織形態の採用や、集権化・公式化といった調整メカニズムを一律に

図表１ 国際企業とそれを取り巻く環境システム

（出典：Root（１９８８）邦訳 p.５）
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すべての海外子会社に適用するというだけでは、もはや各海外子会社それぞれを有効にマネジメント

することはできないという前提に立っているのである（Forsgren, 2008）。ゆえに、分析レベルは多

国籍企業全社に置かれてはおらず、各海外子会社が対峙する外部環境と組織調整メカニズムとの関係

が実証分析されている。

一般に、多国籍企業は複数の製品・事業を複数の国で展開しているため、多国籍企業の組織は極め

て複雑な主体となる（Ghoshal & Westney, 1993）。多国籍企業を組織理論の視角から分析することは

研究者にとって困難であり、そのために、多国籍企業の組織分析があまりに単純化されすぎてきた傾

向にあった（Nohria & Ghoshal, 1997）。そうした傾向にある中において、ノーリア＆ゴシャールが

分析レベルを海外子会社に落とし、より精密な分析を行ったことは高い評価をすることができるであ

ろう。

しかしながら、上述してきたコンティンジェンシー理論に基づく研究では、適合そのものにあまり

にも焦点があてられているために、組織はどうすれば外部環境に適応することができるのか、言い換

えれば、多国籍企業（あるいは各組織ユニット）の中のどの組織主体がどのような資源を用いて適応

を図るのか、適応するために必要な能力をどのように構築するのか、といったプロセスについてはほ

とんど論じられていないといえよう�。

そうした動学的な視点をもった既存研究の１つとして取り上げるのが、次節で論じる国際化プロセ

スモデルである。

３．国際化プロセスモデルと探索的機会の源泉としての海外市場

（１）国際化プロセスモデルとは

国際化プロセスモデル（internationalization process model ; eg. Johanson & Vahlne, 1977）は、ス

ウェーデンのウプサラ大学の研究者を中心に構築されたモデルである。このモデルが、他の伝統的な

国際ビジネス研究と決定的に異なっているのは、海外市場（すなわち、受入国市場）に関する知識を

中核的な概念として扱っている点である。国際化プロセスモデルが構築された１９７０年代後半は、経営

学や国際ビジネス論などの領域において知識に対する関心が昨今ほど高まっていたわけではないた

め、その着想については非常に高く評価することができよう。

国際化プロセスモデルの論点は、以下のようにまとめることができる。

企業が国際化しようとする際、大きな障害となるのが、進出先の海外市場に関する知識が欠乏して

いることである。ハイマーはこうした海外企業であることの劣位を相殺できるだけの優位性や支配力

を多国籍企業が有しているからこそ、海外進出できると論じたが（Hymer, 1960）、国際化プロセス

モデルではそれとは異なる多国籍企業観が提示されている。

すなわち、海外市場に関する知識には、公刊されたデータなどの収集・分析によって把握可能なも

のもない訳ではないが、むしろ受入国社会のネットワークに溶け込み、受入国社会である程度のプレ

ゼンスを獲得しなければ学習できないような知識の方がはるかに重要である。つまり、受入国市場に

おける事業展開を実際に経験しながら、現地のさまざまなアクター（サプライヤー、消費者、研究機

関、現地政府など）との関係構築を図り、そうした現地組織ネットワークの「身内（insider）」にな

ることによって初めて獲得できる知識が存在する。したがって、現地のさまざまなアクターから「よ

そ者（outsider）」と認識されていては、現地市場に関する有益な知識を獲得することができない（Jo-

� 例外的に、Bartlett & Ghoshal（１９８９）の第２版（１９９８年出版）が、追加された章（第１２章）においてこ
のプロセスについて言及している。
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hanson & Vahlne, 2009）�。

こうした重要な現地市場に関する知識として、以下のようなものを挙げることができる。国際化プ

ロセス理論では、新たな市場において事業経験することを通じて初めて、その市場に関する知識（特

に暗黙知）を学習することができる、と想定されている。海外新規市場における消費者のニーズや価

値の基準は暗黙知であることが多く、それゆえに、当該市場での事業経験がなければそうした暗黙知

を学習することは困難であろう。

また、現地市場において、「どの組織の中のどの人物が鍵となるアクターであるのか」、も重要な暗

黙知の１つである。たとえば、新興国政府と交渉する場合、始めから表向きに公開されている窓口を

通じて交渉してもうまくいかず、むしろ政治的パワーをもった政府高官と非公式に交渉をした方がそ

の後のビジネス展開がうまくいくといったケースは枚挙に暇がない。

こうして国際化のプロセスを進めていく際に必要となるのが、市場（あるいは現地のアクターとの

関係構築）へのコミットメントである（Johanson & Vahlne, 1977, 2009）（図表２および３を参照）。

新たな国に企業が進出するということは、受入国のアクターとの何らかの交換活動を行うために資源

や時間を費やすことに他ならない。そうした資源や時間を費やす結果、ネットワーク・ポジションが

「よそ者」から「身内」へと徐々に変化していき、現地アクターとの信頼関係の構築へとつながる

（図表３）。そして、さらに現地アクターから知識を学習することにもつながっていくのである。

このように、企業は、漸進的にかつ注意深く、海外市場に入り込み、現地のアクターとネットワー

ク構築を行うことによって、海外市場を開拓していく。そうした活動を海外市場ごとに試行錯誤を繰

り返し行いながら、国際化のプロセスを一歩一歩歩んでいくこととなる。

さらに重要なのは、試行錯誤の結果構築された現地ネットワークは、他の競合企業が直ちに模倣す

ることは困難であるため、そのネットワークそのものが持続的競争優位性につながりうる、というこ

とである。

� Johanson & Vahlne（２００９）は、現地ネットワークにおいて「よそ者」であることを、ハイマーの言葉を
援用して、「よそ者であることの劣位（liability of outsidership）」と呼んでいる。

図表２ 国際化プロセスモデル（１９７７年）

（出典：Johanson & Vahlne (2009) p.１４１２の図に一部加筆・修正）
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（２）国際化プロセスモデルから「埋め込まれた多国籍企業」へ

国際化プロセスモデルは、ビジネスネットワーク理論（business network theory；eg．Hakansson

& Johanson, 2001）や埋め込みアプローチ（embeddedness approach ; eg. Gulati, 1999 ; Uzzi, 1997）

の影響を受けながら、今日に至るまで、より精緻化されてきている。それが「埋め込まれた多国籍企

業（the embedded multinational）」という多国籍企業観である（Forsgren, et al., 2005）。

ビジネスネットワーク理論とは、アクターが埋め込まれているビジネスネットワークに特に着目す

図表３ 国際化プロセスモデル（２００９年改訂版）

（出典：Johanson & Vahlne (2009) p.１４２４の図に一部加筆・修正）

図表４ 埋め込まれた多国籍企業（α社の事例）

（出典：Forsgren et al., 2005，p.９７の図に一部加筆・修正）
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るものであり、それを多国籍企業に適用した研究の場合、特に海外子会社のビジネスネットワークに

注目することが多い（eg. Forsgren, et al., 2005）。ビジネスネットワーク理論の視角から、多国籍企

業は図表４のように描くことができる。

埋め込みアプローチの考え方によれば、企業は自らを取り巻くネットワークによって獲得できる資

源や能力が左右される。そして、そうしたネットワークは、情報・知識を媒介したり、逆に阻害する

ような役割も果たしうる。その結果、ひいては、取り巻くネットワークが、企業のとる行動、戦略、

資源蓄積などさまざまな要因に影響を与えうる（近能、２００２a，b）。換言すれば、グラノベッター

（Granovetter, 1985）が述べるように、あらゆる経済的行為やそれを実行するアクターは、「原子」の

ように自由に振る舞うことはできず、継続的な社会関係ないしは社会的コンテクストの中に埋め込ま

れているため、関係性やネットワークの影響を相互に受けながら活動することになるのである。

この点について、図表４に従って、より具体的に説明することとしたい。架空の多国籍企業 α 社

は、異なる国に海外子会社３社（海外子会社 A、B、C）を有している。各海外子会社は本社からの

指示・命令を受けながらも、日常的には各海外子会社で異なるオペレーショナル業務を遂行している

としよう。

海外子会社 A、B、Cはそれぞれの現地環境でビジネスを遂行するためには、現地のサプライ

ヤー、現地政府、現地企業、消費者、大学といった受入国のアクターと関係を構築する必要がある。

ただし、そのネットワーク構造は各海外子会社で異なるものとなるであろう。なぜなら、各海外子会

社がどのような機能を担うのかによっても、ネットワーク構造は変わりうるだろう。たとえば、生産

機能の海外子会社であれば、部品のサプライヤーとの結びつきはより強くなるし、諜報機能を有する

海外拠点であれば、現地政府機関との結びつきが相対的に強くなるであろう。また、受入国が規制の

強い新興国である場合でも、現地政府機関との結びつきを強固にする必要がある。このように、海外

子会社と各アクターとの関係は、アームスレングス的な関係である場合もあれば、埋め込まれた関係

である場合もある。そして、埋め込みの度合いも海外子会社とアクターとの関係によってさまざまで

あろう�。

海外子会社 A、B、Cは自らの歴史が長くなるほど、それぞれ現地ネットワーク固有の機会や脅威

と接するようになるため、自社にとって有利に働くようなパワーや自律性を求めるインセンティブを

もっている。ゆえに、ビジネスネットワーク理論が想定する多国籍企業観は、本社を頂点とし海外子

会社を末端とするヒエラルキー構造ではなく、パワーが分散された連邦型組織的な特徴を呈すること

になる（Ghoshal & Bartlett, 1990 ; Forsgren, 2008）。

ビジネスネットワーク理論とコンティンジェンシー理論の決定的な違いは、環境適応に対する考え

方が大きく異なるという点である。ビジネスネットワーク理論では、コンティンジェンシー理論の論

者が楽観的に想定してきたほどには、多国籍企業の各組織ユニットが外部環境に適応できる能力をも

つとは想定されていない（Forsgren, et al., 2005）。というのも、近年のグローバル環境の複雑さや多

国籍企業の巨大化を鑑みれば、本社の経営陣が各海外子会社の外部環境のすべてについて、完全に感

知し、理解することはもはや不可能だからである。言い換えれば、トップダウン型の階層構造によっ

て、多国籍企業を本社がコントロールすることは現実的ではない。さらには、環境適応に用いるため

の経営資源についても、各組織ユニット間のパワー関係によっては本社から有効に配分されるとは限

らないからである（Bouquet & Birkinshaw, 2008）。

このように、国際化プロセスモデルは、ビジネスネットワーク理論や埋め込みアプローチの発展と

� なお図表２では、簡便化のため、埋め込みの度合いの大小については無視されている。
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あいまって、新たな多国籍企業観をわれわれに提示してくれるのである。

４．新たな事業機会の探索に関する若干の考察
―日系多国籍企業に対するインプリケーションを中心に―

では、この新たな多国籍企業観を用いることによって、いかなるインプリケーションが得られるの

であろうか。ここでは、上述した国際化プロセスモデルに若干の考察を加えながら、特に昨今の日系

多国籍企業の国際経営に対するインプリケーションを中心に論じることとしたい。

近年、自国市場の縮小化、新興国企業の台頭によるグローバル競争の激化、製品のコモディティ化

などさまざまな要因によって、多くの日本企業が海外市場でのさらなる事業展開に関心を向けてい

る。物理的距離の近いアジアを中心として、経済成長の目覚ましい世界の新興国市場が、新たなビジ

ネス・チャンス、すなわち事業機会を探索する場として注目を集めているのは、周知のとおりであ

る。

ところで、近年の戦略経営論やイノベーション研究に目を向けると、「探索（exploration）」と「活

用（exploitation）」という２つのタイプの活動の両立をいかに図るかという研究課題が大きな注目を

集めている。それらの知見によれば、当該組織にとって既存知識の活用によって生産性・効率性を改

善・深化させる「活用型イノベーション」と、当該組織にとって完全に新奇な知識を創造する「探索

型イノベーション」とに分類できるが（March，１９９１）、これらの両立は以下の理由で困難である。

なぜなら、活用型のイノベーションでは、既存知識に関する既存顧客向けの改善活動が短期志向的

に実行されることが重視される。そのため、効率至上主義的な考え方が優先されるため、既存の規律

やルーティンに従うことが求められるようになる。他方で、探索型のイノベーションでは、当該組織

には存在しない知識を探求しなければならないため、枠にとらわれない発想や活動が求められるので

ある（Govindarajan & Trimble, 2005）。

さらに、プロセスに関する改善活動（たとえば TQM活動など）を促進すればするほど、探索型イ

ノベーションは促進されにくくなる傾向がある（Benner & Tushman, 2003）。インクリメンタル・イ

ノベーションやプロセス・イノベーションを得意とする日本企業にとって、まさに陥りやすい罠であ

ると考えられる。

そこで、日系多国籍企業の場合、海外市場という独自の外部環境から当該企業にとって新奇な知識

を獲得し、それを全社的に活用させ、新しい事業開発に結びつけることができれば、探索型イノベー

ションの促進につながり、活用型イノベーションと探索型イノベーションの両立に向けた有効な手段

となりうるであろう。

では、日系多国籍企業にとって、どの組織ユニットが、あるいはどの人員が新たな事業機会の探索

を実行すればよいのであろうか。

第１の方向性として、本社のコンテクストに埋め込まれていない資源や人材を活かし、現地ネット

ワーキングを構築させることが考えられる。そうした意味では、海外子会社の規模をより増強させた

り、海外子会社で採用された人材を知識の源泉として活用することが有効であろう。日系多国籍企業

の既存のビジネスモデル、製品開発、企業におけるさまざまな制度は、基本的に日本人が構築してき

たものであり、そのうち成功体験をしたものも数少なくない。そうした制度を破壊し、まったく異な

るパラダイムを自ら導入することは非常に困難であり、そのためにも新たな視点をもった人材が必要

となるであろう。したがって、海外子会社にも属さないような企業家的人材を採用・育成するという

� こうした取り組みは、すでにサムスンが「地域専門家制度」として実施している。
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のも、取り得る手段であろう�。

第２の方向性として、第１の方向性とも関連するが、市場調査を通じたマーケティング活動におい

て、既存の企業パラダイムと異なる視角を取り込むことや、あえて本社の持つ「日常の理論」と矛盾

する情報に注目することも必要であろう。したがって、国際化プロセスモデルが重視する市場へのコ

ミットメントの方策として、たとえば、現地顧客などのステークホルダーとの関係性を強固にし、ス

テークホルダーにも何らかの新しいアイデアを創出してもらうといった方法も参考となるであろう

（すなわち、コ・クリエーションの考え方；Ramaswamy & Gouillart, 2010）。

日系多国籍企業においてこうした活動を積極的に行っている企業として、総合商社を挙げることが

できる。たとえば、総合商社M社では、海外のビジネス・パートナーとの関係構築をより密接なも

のにし、それを新たなビジネス・チャンスにつなげようとする試みがなされている�。その事例とし

ては、M社の世界共通の幹部育成制度がある。その制度には、優秀な外国人社員が参加できるのは

もちろんのこと、主要な取引先の社員にも門戸を広げているのである�。同社では、世界に跨がるバ

リュー・チェーンをいかに組み替えたり、再構築することで新たな企業価値をつくることに重点が置

かれており、その際に幅広い社内外の人脈が必要となることを認識している。そのため、幹部育成の

場から社内外のネットワークに「埋め込まれた」人脈形成がなされ、さらに将来の新たな事業形成に

まで結びつけることが期待されているのである。

実際に、シンガポールの水事業のケースは、現地政府機関や現地企業などの組織との密接な関係構

築を行ったことから、新たな市場開発に結びついた事例である。M社は、長年にわたるシンガポー

ルでの事業展開を活かし、シンガポール政府機関やシンガポール企業との緊密な関係を構築してい

る。その結果、シンガポールの水事業大手企業ハイフラックスとの合弁企業を２０１０年に設立し、その

合弁企業を通じて新たに中国や中東における新規市場の獲得で連携している。M社とハイフラック

ス社との提携は、水事業におけるハード面での技術に強い日本企業とシステム・インテグレーターと

してのスキルを持つシンガポール企業の両者が相互に強みを補完できる理想的な関係となっている。

こうした現地に根付いた関係構築から、国際的な新たな新規事業が生まれる事例である。

本国の制度的、文化的影響を極めて大きく受けているというのは、日系多国籍企業に限ったことで

はない。むしろ、大半の多国籍企業が本国に近い制度的環境を持つ国や地域を中心に進出・事業展開

しており、そのために、「グローバル」に展開している企業はほとんどないと言われる（Rugman,

2003）。

その意味で、多国籍企業はそもそも本国の影響を受けやすい主体である。特に本国市場の規模が大

きければ大きいほど、また成功体験が大きければ大きいほど、その影響を受けやすく、その考え方を

アンラーニングすることは一概には困難である。そのためには、多国籍企業が対峙する異質な外部環

境からの影響をどのように有益に活用しうるのかについて、より詳細な研究が待たれるところであ

る。これについては、今後の研究課題としたい。

＊本稿は、科学研究費補助金（若手研究（B）、課題番号：２４７３０３３４）による助成に基づく研究の一

部をなすものであり、ここに記して感謝したい。

� 以下の事例は、M社に対するインタビューでも確認済みである。そのケーススタディについては、稿を
改めて取り上げる予定である。

� 「日本経済新聞」２０１１年８月８日。
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